
19．減価償却資産の法定耐用年数（耐用年数表）

飯田真之税理士事務所 32

国税庁 平成29年分 青色申告決算書（一般用）の書き方 P7~8

2018/１/21

・木造建物店舗分
（H18年7月）
・木造建物シャッター
（H29年9月）

・レジスター（金銭登録機）
（H29年7月）

・耐火キャビネット（H19年３月）



20．減価償却資産の償却率表

飯田真之税理士事務所 33

国税庁 平成2９年分 青色申告決算書（一般用）の書き方 P５

2018/１/21

・木造建物店舗分
（H18年7月）
旧定額法

・木造建物シャッター
（H29年9月）
定額法

・耐火キャビネット（H19年３月）旧定率法

・レジスター（金銭登録機）
（H29年7月）定率法



16．青色申告決算書（一般用）３頁目（再掲）

飯田真之税理士事務所 34

国税庁 平成29年分 青色申告決算書（一般用）の書き方 P4

1頁目⑧へ ４頁（負債）へ
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償却方法
法定耐用年数
償却率
月数

取得年月日
取得価額
基礎となる金額

年内取得資産
は月数注意！

事業割合を
乗じる！

【基礎となる金額】
・定額法＝取得価額
・旧定額法＝取得価額×0.9
・定率法＝未償却残高

30万円未満
（1年合計300万
円未満）の特例



21．修繕費と資本的支出の違い

飯田真之税理士事務所 35

「修繕費」＝日常用語の「修繕費」と税務的な意味での「修繕費」は少し違う！

修繕費
必要経費となる。
（維持管理のための補修。原状回復のための修理）

資本的支出
①建物の価値が増加した部分
②建物の寿命が伸びた部分

一時の必要経費とならず、
固定資産（減価償却資産）
の取得として減価償却を通
じて必要経費に！

（修繕費の例） （資本的支出の例）

① 壁の塗装費用
② 床のき損部分の取替え③ 畳の表替え
④ はく離した瓦の取替え
⑤ き損したガラスの取替
⑥ 障子、ふすまの張り替え

① 建物の避難階段の取付け（物理的な付加）
② 和室（畳部屋）を洋室（フローリング）に
改装（用途変更）
③ モルタルの壁をタイルに張り替え
（耐久性増加）

請求書等が「○○工事一式」では中身が分からないので注意！
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22．修繕費と資本的支出の判断基準（フローチャート）

飯田真之税理士事務所 36

修理改良等のための支出金額

20万円未満
又は 周期がおおむね３年以内

明らかに価値を高めるもの
耐久性を増すものか

通常の維持管理ものか

災害などで毀損したものの原状回復

（明らかでない場合）
60万円未満

又は前期末取得価額の10％以下か

７：３割合区分法

NO

NO

NO

NO

NO

YES

YES

YES

YES

30％

修繕費実質により判定
NO

資本的支出

70％

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

このフロー
チャートで
判定します！
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スタート


